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(57)【要約】
【課題】液晶ポリエステル及び溶媒を含有し、沈降防止剤を使用しなくても、常温保存時
の粘度及び溶解性が安定した液晶ポリエステル液状組成物の提供。
【解決手段】液晶ポリエステル及び溶媒からなる液晶ポリエステル液状組成物であって、
前記溶媒はＮ－メチルピロリドンを必須成分とし、前記液晶ポリエステルの含有量が１５
質量％以上で、且つ２３℃での粘度が１．５Ｐａ・ｓ以上であることを特徴とする液晶ポ
リエステル液状組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶ポリエステル及び溶媒からなる液晶ポリエステル液状組成物であって、
　前記溶媒はＮ－メチルピロリドンを必須成分とし、
　前記液晶ポリエステルの含有量が１５質量％以上で、且つ２３℃での粘度が１．５Ｐａ
・ｓ以上であることを特徴とする液晶ポリエステル液状組成物。
【請求項２】
　前記液晶ポリエステルが、下記一般式（１）、（２）及び（３）で表される繰返し単位
を有し、前記液晶ポリエステルを構成する全繰返し単位の合計量に対して、下記一般式（
１）で表される繰返し単位を３０～４５モル％、下記一般式（２）で表される繰返し単位
を２７．５～３５モル％、下記一般式（３）で表される繰返し単位を２７．５～３５モル
％有することを特徴とする請求項１に記載の液晶ポリエステル液状組成物。
　（１）－Ｏ－Ａｒ１－ＣＯ－
　（２）－ＣＯ－Ａｒ２－ＣＯ－
　（３）－Ｘ－Ａｒ３－Ｙ－
（式中、Ａｒ１は、フェニレン基、ナフチレン基又はビフェニリレン基であり；Ａｒ２及
びＡｒ３は、それぞれ独立にフェニレン基、ナフチレン基、ビフェニリレン基又は下記一
般式（４）で表される基であり；Ｘ及びＹは、それぞれ独立に酸素原子又はイミノ基であ
り；前記Ａｒ１、Ａｒ２及びＡｒ３中の一つ以上の水素原子は、それぞれ独立にハロゲン
原子、アルキル基又はアリール基で置換されていてもよい。）
　（４）－Ａｒ４－Ｚ－Ａｒ５－
（式中、Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ独立にフェニレン基又はナフチレン基であり；Ｚ
は、酸素原子、硫黄原子、カルボニル基、スルホニル基又はアルキリデン基である。）
【請求項３】
　前記一般式（３）において、Ｘ及びＹの一方がイミノ基であり、他方が酸素原子である
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶ポリエステル液状組成物。
【請求項４】
　前記一般式（１）において、Ａｒ１がｐ－フェニレン基又は２，６－ナフチレン基であ
ることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の液晶ポリエステル液状組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶ポリエステル液状組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ポリマー、特に液晶ポリエステルは、優れた高周波特性や低吸湿性を有する
ことから、エレクトロニクス基板等の絶縁材を構成する材料として応用が種々検討されて
いる。このような絶縁材としては、例えば、液晶ポリエステル及び溶媒を含有する液晶ポ
リエステル液状組成物を基材に含浸させ、溶媒を除去することで作製される液晶ポリエス
テル含浸基材が挙げられる。そして、良好な品質の液晶ポリエステル含浸基材を作製する
ために、液晶ポリエステルは、液状組成物とした時の溶解性が良好であることが望ましい
。
【０００３】
　例えば、特許文献１では、芳香族ヒドロキシカルボン酸由来の繰返し単位と、芳香族ジ
カルボン酸由来の繰返し単位と、芳香族ジアミン及び水酸基を有する芳香族アミンからな
る群から選ばれる芳香族アミン由来の繰返し単位とを有する液晶ポリエステル（芳香族液
晶ポリエステル）が、N－メチルピロリドンに対する溶解性が良好であることが開示され
ている。さらに、特許文献２では、芳香族ヒドロキシカルボン酸由来の繰返し単位と、芳
香族ジカルボン酸由来の繰返し単位と、芳香族ジアミン及び水酸基を有する芳香族アミン
からなる群から選ばれる芳香族アミン由来の繰返し単位との組成比が限定された液晶ポリ
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エステル（芳香族液晶ポリエステル）が、より低沸点のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミドに
溶解可能であることが開示され、液晶ポリエステル液状組成物を無機繊維や有機繊維など
の基材に含浸させて、溶媒を除去することにより、液晶ポリエステル含浸基材を容易に製
造できることが開示されている。
【０００４】
　しかし、従来の液晶ポリエステル液状組成物は、保存時の粘度及び溶解性の安定度にさ
らなる改善の余地があった。そこで、さらに検討を行ったところ、特許文献２の実施例で
具体的に開示されている液晶ポリエステルと、Ｎ－メチルピロリドンとを含有する液晶ポ
リエステル液状組成物は、保存時に粘度が上昇し難くて安定しているものの、常温保存時
に液晶ポリエステルが析出して、沈降してしまうことがわかった。
【０００５】
　従来、樹脂の液状組成物における樹脂の沈降防止法としては、液状組成物に沈降防止剤
を添加する方法が知られている。例えば、特許文献３では、不飽和ポリエステルワニス及
び白色顔料の混合物に、沈降防止剤を添加することで、不飽和ポリエステルの沈降を抑制
できることが開示されている。そして、特許文献４では、熱硬化性樹脂及び無機充填剤を
含有するワニスに、沈降防止剤としてヒュームドシリカを添加することで、樹脂の沈降を
抑制でき、厚さ方向における無機充填剤の分布が均一化した銅張積層板を製造できること
が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－３１５６７８号公報
【特許文献２】特開２００７－１４６１３９号公報
【特許文献３】特開昭６０－２３１７７５号公報
【特許文献４】特開平７－２６６４９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、樹脂の液状組成物において沈降防止剤を使用する場合には、沈降防止剤を分散
させるための工程が別途必要となり、製造コストが上昇してしまうという問題点があった
。また、溶媒への樹脂の溶解と沈降防止剤の分散とを１工程で行った場合でも、異物除去
のためのろ過工程においてろ過抵抗が高くなり、製造が困難になる場合があるという問題
点があった。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、液晶ポリエステル及び溶媒を含有し
、沈降防止剤を使用しなくても、常温保存時の粘度及び溶解性が安定した液晶ポリエステ
ル液状組成物を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するため、
　本発明は、液晶ポリエステル及び溶媒からなる液晶ポリエステル液状組成物であって、
前記溶媒はＮ－メチルピロリドンを必須成分とし、前記液晶ポリエステルの含有量が１５
質量％以上で、且つ２３℃での粘度が１．５Ｐａ・ｓ以上であることを特徴とする液晶ポ
リエステル液状組成物を提供する。
　本発明の液晶ポリエステル液状組成物においては、前記液晶ポリエステルが、下記一般
式（１）、（２）及び（３）で表される繰返し単位を有し、前記液晶ポリエステルを構成
する全繰返し単位の合計量に対して、下記一般式（１）で表される繰返し単位を３０～４
５モル％、下記一般式（２）で表される繰返し単位を２７．５～３５モル％、下記一般式
（３）で表される繰返し単位を２７．５～３５モル％有することが好ましい。
　（１）－Ｏ－Ａｒ１－ＣＯ－
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　（２）－ＣＯ－Ａｒ２－ＣＯ－
　（３）－Ｘ－Ａｒ３－Ｙ－
（式中、Ａｒ１は、フェニレン基、ナフチレン基又はビフェニリレン基であり；Ａｒ２及
びＡｒ３は、それぞれ独立にフェニレン基、ナフチレン基、ビフェニリレン基又は下記一
般式（４）で表される基であり；Ｘ及びＹは、それぞれ独立に酸素原子又はイミノ基であ
り；前記Ａｒ１、Ａｒ２及びＡｒ３中の一つ以上の水素原子は、それぞれ独立にハロゲン
原子、アルキル基又はアリール基で置換されていてもよい。）
　（４）－Ａｒ４－Ｚ－Ａｒ５－
（式中、Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ独立にフェニレン基又はナフチレン基であり；Ｚ
は、酸素原子、硫黄原子、カルボニル基、スルホニル基又はアルキリデン基である。）
　本発明の液晶ポリエステル液状組成物においては、前記一般式（３）において、Ｘ及び
Ｙの一方がイミノ基であり、他方が酸素原子であることが好ましい。
　本発明の液晶ポリエステル液状組成物においては、前記一般式（１）において、Ａｒ１

がｐ－フェニレン基又は２，６－ナフチレン基であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、液晶ポリエステル及び溶媒を含有し、沈降防止剤を使用しなくても、
常温保存時の粘度及び溶解性が安定した液晶ポリエステル液状組成物を提供できる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明の液晶ポリエステル液状組成物（以下、「液状組成物」ということがある。）は
、液晶ポリエステル及び溶媒からなり、前記溶媒はＮ－メチルピロリドンを必須成分とし
、前記液晶ポリエステルの含有量が１５質量％以上で、且つ２３℃での粘度が１．５Ｐａ
・ｓ以上であることを特徴とする。本発明の液状組成物は、液晶ポリエステルの含有量が
高く、且つ常温保存時において粘度の変化と、液晶ポリエステルの析出及び沈降とが抑制
されたものである。
【００１２】
　液晶ポリエステルは、溶融状態で液晶性を示す液晶ポリエステルであり、４５０℃以下
の温度で溶融するものであることが好ましい。なお、液晶ポリエステルは、液晶ポリエス
テルアミドであってもよいし、液晶ポリエステルエーテルであってもよいし、液晶ポリエ
ステルカーボネートであってもよいし、液晶ポリエステルイミドであってもよい。液晶ポ
リエステルは、原料モノマーとして芳香族化合物のみを用いてなる全芳香族液晶ポリエス
テルであることが好ましい。
【００１３】
　液晶ポリエステルの典型的な例としては、
　（Ｉ）芳香族ヒドロキシカルボン酸と、芳香族ジカルボン酸と、芳香族ジオール、芳香
族ヒドロキシアミン及び芳香族ジアミンからなる群から選ばれる少なくとも１種の化合物
と、を重合（重縮合）させてなるもの、
　（ＩＩ）複数種の芳香族ヒドロキシカルボン酸を重合させてなるもの、
　（ＩＩＩ）芳香族ジカルボン酸と、芳香族ジオール、芳香族ヒドロキシアミン及び芳香
族ジアミンからなる群から選ばれる少なくとも１種の化合物と、を重合させてなるもの、
　（ＩＶ）ポリエチレンテレフタレート等のポリエステルと、芳香族ヒドロキシカルボン
酸と、を重合させてなるもの
が挙げられる。ここで、芳香族ヒドロキシカルボン酸、芳香族ジカルボン酸、芳香族ジオ
ール、芳香族ヒドロキシアミン及び芳香族ジアミンは、それぞれ独立に、その一部又は全
部に代えて、その重合可能な誘導体が用いられてもよい。
【００１４】
　芳香族ヒドロキシカルボン酸及び芳香族ジカルボン酸のようなカルボキシル基を有する
化合物の重合可能な誘導体の例としては、カルボキシル基をアルコキシカルボニル基又は
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アリールオキシカルボニル基に変換してなるもの（エステル）、カルボキシル基をハロホ
ルミル基に変換してなるもの（酸ハロゲン化物）、及びカルボキシル基をアシルオキシカ
ルボニル基に変換してなるもの（酸無水物）が挙げられる。
　芳香族ヒドロキシカルボン酸、芳香族ジオール及び芳香族ヒドロキシアミンのようなヒ
ドロキシル基を有する化合物の重合可能な誘導体の例としては、ヒドロキシル基をアシル
化してアシルオキシル基に変換してなるもの（アシル化物）が挙げられる。
　芳香族ヒドロキシアミン及び芳香族ジアミンのようなアミノ基を有する化合物の重合可
能な誘導体の例としては、アミノ基をアシル化してアシルアミノ基に変換してなるもの（
アシル化物）が挙げられる。
【００１５】
　液晶ポリエステルは、下記一般式（１）で表される繰返し単位（以下、「繰返し単位（
１）」ということがある。）を有することが好ましく、繰返し単位（１）と、下記一般式
（２）で表される繰返し単位（以下、「繰返し単位（２）」ということがある。）と、下
記一般式（３）で表される繰返し単位（以下、「繰返し単位（３）」ということがある。
）とを有することがより好ましい。
【００１６】
　（１）－Ｏ－Ａｒ１－ＣＯ－
　（２）－ＣＯ－Ａｒ２－ＣＯ－
　（３）－Ｘ－Ａｒ３－Ｙ－
　（式中、Ａｒ１は、フェニレン基、ナフチレン基又はビフェニリレン基であり；Ａｒ２

及びＡｒ３は、それぞれ独立にフェニレン基、ナフチレン基、ビフェニリレン基又は下記
一般式（４）で表される基であり；Ｘ及びＹは、それぞれ独立に酸素原子又はイミノ基で
あり；前記Ａｒ１、Ａｒ２及びＡｒ３中の一つ以上の水素原子は、それぞれ独立にハロゲ
ン原子、アルキル基又はアリール基で置換されていてもよい。）
　（４）－Ａｒ４－Ｚ－Ａｒ５－
（式中、Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ独立にフェニレン基又はナフチレン基であり；Ｚ
は、酸素原子、硫黄原子、カルボニル基、スルホニル基又はアルキリデン基である。）
【００１７】
　前記ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子及びヨウ素原子が挙げら
れる。
　前記アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基
、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル
基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、２－エチルヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノ
ニル基及びｎ－デシル基が挙げられ、その炭素数は、１～１０であることが好ましい。
　前記アリール基の例としては、フェニル基、ｏ－トリル基、ｍ－トリル基、ｐ－トリル
基、１－ナフチル基及び２－ナフチル基が挙げられ、その炭素数は、６～２０であること
が好ましい。
　前記水素原子がこれらの基で置換されている場合、その数は、Ａｒ１、Ａｒ２又はＡｒ
３で表される前記基毎に、それぞれ独立に２個以下であることが好ましく、１個であるこ
とがより好ましい。
【００１８】
　前記アルキリデン基の例としては、メチレン基、エチリデン基、イソプロピリデン基、
ｎ－ブチリデン基及び２－エチルヘキシリデン基が挙げられ、その炭素数は１～１０であ
ることが好ましい。
【００１９】
　繰返し単位（１）は、所定の芳香族ヒドロキシカルボン酸に由来する繰返し単位である
。繰返し単位（１）としては、Ａｒ１がｐ－フェニレン基であるもの（ｐ－ヒドロキシ安
息香酸に由来する繰返し単位）、及びＡｒ１が２，６－ナフチレン基であるもの（６－ヒ
ドロキシ－２－ナフトエ酸に由来する繰返し単位）が好ましい。
【００２０】
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　繰返し単位（２）は、所定の芳香族ジカルボン酸に由来する繰返し単位である。繰返し
単位（２）としては、Ａｒ２がｐ－フェニレン基であるもの（テレフタル酸に由来する繰
返し単位）、Ａｒ２がｍ－フェニレン基であるもの（イソフタル酸に由来する繰返し単位
）、Ａｒ２が２，６－ナフチレン基であるもの（２，６－ナフタレンジカルボン酸に由来
する繰返し単位）、及びＡｒ２がジフェニルエ－テル－４，４’－ジイル基であるもの（
ジフェニルエ－テル－４，４’－ジカルボン酸に由来する繰返し単位）が好ましい。
【００２１】
　繰返し単位（３）は、所定の芳香族ジオール、芳香族ヒドロキシルアミン又は芳香族ジ
アミンに由来する繰返し単位である。繰返し単位（３）としては、Ａｒ３がｐ－フェニレ
ン基であるもの（ヒドロキノン、ｐ－アミノフェノール又はｐ－フェニレンジアミンに由
来する繰返し単位）、及びＡｒ３が４，４’－ビフェニリレン基であるもの（４，４’－
ジヒドロキシビフェニル、４－アミノ－４’－ヒドロキシビフェニル又は４，４’－ジア
ミノビフェニルに由来する繰返し単位）が好ましい。
【００２２】
　繰返し単位（１）の含有量は、液晶ポリエステルを構成する全繰返し単位の合計量（液
晶ポリエステルを構成する各繰返し単位の質量をその各繰返し単位の式量で割ることによ
り、各繰返し単位の物質量相当量（モル）を求め、それらを合計した値）に対して、好ま
しくは３０モル％以上、より好ましくは３０～８０モル％、さらに好ましくは３０～６０
モル％、特に好ましくは３０～４５モル％である。
　繰返し単位（２）の含有量は、液晶ポリエステルを構成する全繰返し単位の合計量に対
して、好ましくは３５モル％以下、より好ましくは１０～３５モル％、さらに好ましくは
２０～３５モル％、特に好ましくは２７．５～３５モル％である。
　繰返し単位（３）の含有量は、液晶ポリエステルを構成する全繰返し単位の合計量に対
して、好ましくは３５モル％以下、より好ましくは１０～３５モル％、さらに好ましくは
２０～３５モル％、特に好ましくは２７．５～３５モル％である。
　繰返し単位（１）の含有量が多いほど、耐熱性や強度・剛性が向上し易いが、あまり多
いと、溶媒に対する溶解性が低くなり易い。
【００２３】
　繰返し単位（２）の含有量と繰返し単位（３）の含有量との割合は、［繰返し単位（２
）の含有量］／［繰返し単位（３）の含有量］（モル／モル）で表して、好ましくは０．
９／１～１／０．９、より好ましくは０．９５／１～１／０．９５、さらに好ましくは０
．９８／１～１／０．９８である。
【００２４】
　なお、液晶ポリエステルは、繰返し単位（１）～（３）を、それぞれ独立に二種以上有
してもよい。また、液晶ポリエステルは、繰返し単位（１）～（３）以外の繰返し単位を
有してもよいが、その含有量は、液晶ポリエステルを構成する全繰返し単位の合計量に対
して、好ましくは１０モル％以下、より好ましくは５モル％以下である。
【００２５】
　液晶ポリエステルは、繰返し単位（３）として、Ｘ及びＹの一方がイミノ基（－ＮＨ－
）であり、他方が酸素原子であるものを有すること、すなわち、所定の芳香族ヒドロキシ
ルアミンに由来する繰返し単位を有することが好ましく、繰返し単位（３）として、Ｘ及
びＹの一方がイミノ基であり、他方が酸素原子であるもののみを有することがより好まし
い。このようにすることで、液晶ポリエステルは溶媒に対する溶解性がより優れたものと
なる。
【００２６】
　液晶ポリエステルは、これを構成する繰返し単位に対応する原料モノマーを溶融重合さ
せ、得られた重合物（プレポリマー）を固相重合させることにより、製造することが好ま
しい。これにより、耐熱性や強度・剛性が高い高分子量の液晶ポリエステルを操作性良く
製造することができる。溶融重合は、触媒の存在下で行ってもよく、この場合の触媒の例
としては、酢酸マグネシウム、酢酸第一錫、テトラブチルチタネート、酢酸鉛、酢酸ナト
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リウム、酢酸カリウム、三酸化アンチモン等の金属化合物や、４－（ジメチルアミノ）ピ
リジン、１－メチルイミダゾール等の含窒素複素環式化合物が挙げられ、含窒素複素環式
化合物が好ましく用いられる。
【００２７】
　液晶ポリエステルは、その流動開始温度が、好ましくは２５０℃以上、より好ましくは
２５０℃～３５０℃、さらに好ましくは２６０℃～３３０℃である。流動開始温度が高い
ほど、耐熱性や強度・剛性が向上し易いが、高過ぎると、溶媒に対する溶解性が低くなり
易かったり、上記の液状組成物の粘度が高くなり易かったりする。
【００２８】
　なお、流動開始温度は、フロー温度又は流動温度とも呼ばれ、毛細管レオメーターを用
いて、９．８ＭＰａ（１００ｋｇ／ｃｍ2）の荷重下、４℃／分の速度で昇温しながら、
液晶ポリエステルを溶融させ、内径１ｍｍ及び長さ１０ｍｍのノズルから押し出すときに
、４８００Ｐａ・ｓ（４８０００ポイズ）の粘度を示す温度であり、液晶ポリエステルの
分子量の目安となるものである（小出直之編、「液晶ポリマー－合成・成形・応用－」、
株式会社シーエムシー、１９８７年６月５日、ｐ．９５参照）。
【００２９】
　前記液状組成物は、液晶ポリエステル及び溶媒からなり、前記溶媒はＮ－メチルピロリ
ドンを必須成分とするものである。すなわち、前記液状組成物は、溶媒としてＮ－メチル
ピロリドンのみを含有していてもよいし、Ｎ－メチルピロリドンとそれ以外のその他の溶
媒を含有していてもよい。
　前記その他の溶媒としては、用いる液晶ポリエステルが溶解可能なもの、具体的には５
０℃にて１質量％以上の濃度（［液晶ポリエステル］／［液晶ポリエステル＋溶媒］×１
００）で溶解可能なものが、適宜選択して用いられる。
【００３０】
　前記その他の溶媒の例としては、ジクロロメタン、クロロホルム、１，２－ジクロロエ
タン、１，１，２，２－テトラクロロエタン、ｏ－ジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化
水素；ｐ－クロロフェノール、ペンタクロロフェノール、ペンタフルオロフェノール等の
ハロゲン化フェノール；ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン等
のエーテル；アセトン、シクロヘキサノン等のケトン；酢酸エチル、γ－ブチロラクトン
等のエステル；エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート等のカーボネート；トリ
エチルアミン等のアミン；ピリジン等の含窒素複素環芳香族化合物；アセトニトリル、ス
クシノニトリル等のニトリル；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセト
アミド等のアミド系化合物（アミド結合を有する化合物）；テトラメチル尿素等の尿素化
合物；ニトロメタン、ニトロベンゼン等のニトロ化合物；ジメチルスルホキシド、スルホ
ラン等の硫黄化合物；及びヘキサメチルリン酸アミド、トリｎ－ブチルリン酸等のリン化
合物が挙げられ、これらの２種以上を用いてもよい。
【００３１】
　溶媒（Ｎ－メチルピロリドン及びその他の溶媒）としては、腐食性が低く、取り扱い易
いことから、非プロトン性化合物、特にハロゲン原子を有しない非プロトン性化合物を主
成分とする溶媒が好ましく、溶媒全体に占める非プロトン性化合物の割合は、好ましくは
５０～１００質量％、より好ましくは７０～１００質量％、さらに好ましくは９０～１０
０質量％である。
　また、Ｎ－メチルピロリドン以外の前記非プロトン性化合物としては、液晶ポリエステ
ルを溶解し易いことから、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミ
ド等のアミド系化合物を用いることが好ましい。
【００３２】
　また、溶媒（Ｎ－メチルピロリドン及びその他の溶媒）としては、液晶ポリエステルを
溶解し易いことから、双極子モーメントが３～５である化合物を主成分とする溶媒が好ま
しく、溶媒全体に占める、双極子モーメントが３～５である化合物の割合は、好ましくは
５０～１００質量％、より好ましくは７０～１００質量％、さらに好ましくは９０～１０
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０質量％であり、前記非プロトン性化合物として、双極子モーメントが３～５である化合
物を用いることが好ましい。
【００３３】
　また、溶媒（Ｎ－メチルピロリドン及びその他の溶媒）としては、除去し易いことから
、１気圧における沸点が２２０℃以下である化合物を主成分とするとする溶媒が好ましく
、溶媒全体に占める、１気圧における沸点が２２０℃以下である化合物の割合は、好まし
くは５０～１００質量％、より好ましくは７０～１００質量％、さらに好ましくは９０～
１００質量％であり、前記非プロトン性化合物として、１気圧における沸点が２２０℃以
下である化合物を用いることが好ましい。
【００３４】
　液状組成物中の液晶ポリエステルの含有量（液晶ポリエステル及び溶媒の総量に占める
液晶ポリエステルの比率）は、１５質量％以上であり、好ましくは１５～４０質量％、よ
り好ましくは１５～３５質量％、さらに好ましくは２０～３５質量％であり、所望の粘度
の液状組成物が得られるように、適宜調整される。
【００３５】
　液状組成物の２３℃での粘度は１．５Ｐａ・ｓ（１５００ｃＰ（センチポイズ））以上
であり、好ましくは１．５～２０．０Ｐａ・ｓ、より好ましくは１．５～１０．０Ｐａ・
ｓである。下限値以上であることで、常温（例えば、２３℃）での保存時における液晶ポ
リエステルの析出及び沈降が抑制され、液状組成物中の液晶ポリエステルの含有量が安定
化する。また、上限値以下であることで、例えば、異物除去を目的とする液状組成物のろ
過工程において、ろ過抵抗が小さくなり、ろ過がより容易になる。
　そして、液状組成物は、製造直後から所定期間常温保存したときに、２３℃での粘度が
上記数値範囲を満たすものであり、好ましくは製造直後から３ヶ月間常温保存時の２３℃
での粘度が上記数値範囲を満たすものである。なお、本発明において「常温」とは、１８
～２８程度の温度を指し、好ましい温度としては２３℃が例示できる。
【００３６】
　液状組成物の２３℃をはじめとする各温度での粘度は、例えば、液晶ポリエステルの流
動開始温度、液状組成物中の液晶ポリエステルの含有量を調整することで、適宜調整でき
る。
【００３７】
　液状組成物は、充填材、添加剤、液晶ポリエステル以外の樹脂等の他の成分を１種以上
添加して、混合物としてもよい。
【００３８】
　前記充填材の例としては、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウム、チタン
酸ストロンチウム、水酸化アルミニウム、炭酸カルシウム等の無機充填材；硬化エポキシ
樹脂、架橋ベンゾグアナミン樹脂、架橋アクリル樹脂等の有機充填材が挙げられ、その前
記混合物中の含有量は、液晶ポリエステル１００質量部に対して、好ましくは０～１００
質量部である。
【００３９】
　前記添加剤の例としては、レべリング剤、消泡剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、難燃剤
及び着色剤が挙げられ、その前記混合物中の含有量は、液晶ポリエステル１００質量部に
対して、好ましくは０～５質量部である。
【００４０】
　前記液晶ポリエステル以外の樹脂の例としては、ポリプロピレン、ポリアミド、液晶ポ
リエステル以外のポリエステル、ポリフェニレンスルフィド、ポリエーテルケトン、ポリ
カーボネート、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンエーテル、ポリエーテルイミド等
の熱可塑性樹脂；フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、シアネート樹脂等の
熱硬化性樹脂が挙げられ、その前記混合物中の含有量は、液晶ポリエステル１００質量部
に対して、好ましくは０～２０質量部である。
【００４１】
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　液状組成物は、液晶ポリエステル及び溶媒を、一括で又は適当な順序で混合することに
より製造できる。液状組成物に他の成分を添加して前記混合物とする場合には、液状組成
物及び他の成分を、一括で又は適当な順序で同様に混合すればよい。他の成分として充填
材を用いる場合は、液状組成物に充填材を分散させればよい。液状組成物に他の成分を添
加する場合には、さらに溶媒を添加してもよく、このときの溶媒としては、液状組成物中
の前記溶媒と同様のものが例示できる。
【００４２】
　例えば、液状組成物を無機繊維又は有機繊維等の基材に含浸させ、溶媒を除去すること
で、液晶ポリエステル含浸基材を製造でき、かかる液晶ポリエステル含浸基材は、例えば
、エレクトロニクス基板等の絶縁材として好適である。
【００４３】
　通常、樹脂の液状組成物では、常温保存時に粘度の変化、特に粘度の上昇が見られるも
のがあるが、本発明の液状組成物は、常温保存時の粘度の変化が抑制される。また、本発
明の液状組成物は、高い濃度でも、常温保存時の濃度の変化が抑制される。そのため、高
い濃度でも従来の沈降防止剤を使用することなく、常温保存時の物性変化が抑制されるの
で、例えば、優れた品質の液晶ポリエステル含浸基材を簡便且つ低コストで製造するのに
好適である。
【実施例】
【００４４】
　以下、具体的実施例により、本発明についてさらに詳しく説明する。ただし、本発明は
、以下に示す実施例に何ら限定されるものではない。なお、液晶ポリエステルの流動開始
温度、並びに液状組成物の粘度及び固形量差は、以下の方法で測定した。
【００４５】
（液晶ポリエステルの流動開始温度の測定）
　フローテスター（島津製作所社製、ＣＦＴ－５００型）を用いて、液晶ポリエステル約
２ｇを、内径１ｍｍ及び長さ１０ｍｍのノズルを有するダイを取り付けたシリンダーに充
填し、９．８ＭＰａ（１００ｋｇ／ｃｍ２）の荷重下、４℃／分の速度で昇温しながら、
液晶ポリエステルを溶融させ、ノズルから押し出し、４８００Ｐａ・ｓ（４８０００ポイ
ズ）の粘度を示す温度を測定した。
【００４６】
（液状組成物の粘度の測定）
　Ｂ型粘度計（東機産業社製、ＴＶＬ－２０型）を用いて、Ｎｏ．２１のローターにより
、回転数２０ｒｐｍで測定した。
【００４７】
（液状組成物の固形量差の測定）
　１００ｍｌガラスバイアルに液状組成物を約１００ｇ充填し、充填直後と３ヶ月静置後
に、それぞれ液状組成物の液面から約１ｃｍ下の部分より試料を採取して、その固形量を
測定し、固形量差（質量％）（［「３ヶ月放置後の固形量」－「充填直後の固形量」］／
「充填直後の固形量」×１００）を算出した。固形量は、採取した試料を直径１０ｃｍの
アルミカップに約３ｇ秤量し、オーブンで２２０℃、３時間の条件で乾燥させ、このとき
の乾燥前後における質量減少分から算出した。
【００４８】
＜液状組成物の製造＞
（１）液晶ポリエステルの製造
［製造例１］
　攪拌装置、トルクメータ、窒素ガス導入管、温度計及び還流冷却器を備えた反応器に、
６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸（１９７６ｇ、１０．５モル）、４－ヒドロキシアセト
アニリド（１４７４ｇ、９．７５モル）、イソフタル酸（１６２０ｇ、９．７５モル）及
び無水酢酸（２３７４ｇ、２３．２５モル）を入れ、反応器内のガスを窒素ガスで置換し
た後、窒素ガス気流下で攪拌しながら、１５分間かけて室温から１５０℃まで昇温し、そ
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の温度（１５０℃）を保持して３時間還流させた。
　次いで、留出する副生成物の酢酸及び未反応の無水酢酸を留去しながら、２時間５０分
かけて３００℃まで昇温し、３００℃で１時間保持した後、反応器から内容物を取り出し
た。この内容物を室温まで冷却し、得られた固形物を粉砕機で粉砕し、粉末状の液晶ポリ
エステル（プレポリマー）を得た。このプレポリマーの流動開始温度は２３５℃であった
。
　次いで、このプレポリマーを、窒素雰囲気下において室温から２２０℃まで７時間４０
分かけて昇温し、２２０℃で５時間保持することにより固相重合を行い、冷却して粉末状
の液晶ポリエステルを得た。この液晶ポリエステルの流動開始温度は、表１に示すように
２７７℃であった。
【００４９】
［製造例２］
　製造例１と同様の方法でプレポリマーを得た。
　次いで、このプレポリマーを、窒素雰囲気下において室温から２４０℃まで１１時間か
けて昇温し、２４０℃で５時間保持することにより固相重合を行い、冷却して粉末状の液
晶ポリエステルを得た。この液晶ポリエステルの流動開始温度は、表１に示すように３０
８℃であった。
【００５０】
［製造例３］
　製造例１と同様の方法でプレポリマーを得た。
　次いで、このプレポリマーを、窒素雰囲気下において室温から２００℃まで４時間２０
分かけて昇温し、２００℃で５時間保持することにより固相重合を行い、冷却して粉末状
の液晶ポリエステルを得た。この液晶ポリエステルの流動開始温度は、表１に示すように
２６４℃であった。
【００５１】
（２）液状組成物の製造
［実施例１］
　製造例１で得られた液晶ポリエステル（８１ｇ）を、Ｎ－メチルピロリドン（２１９ｇ
）に加え、１００℃で２時間攪拌することで、液状組成物を溶液として得た。この液状組
成物の固形量及び粘度（初期粘度）を測定したところ、初期粘度は１．６０４Ｐａ・ｓで
あった。
　次いで、この液状組成物を２３℃で３ヶ月間保存し、固形量を測定して前記固形量差を
算出すると共に、沈降の有無、粘度について確認した。沈降の有無は目視確認で行った。
その結果、表２に示すように、前記固形量差はゼロであり、保存による固形量の変化は認
められず、沈降も認められなかった。また、粘度の変化も抑制されていた。なお、表２中
「ＮＭＰ」はＮ－メチルピロリドンを示す。
【００５２】
［実施例２］
　液晶ポリエステルの使用量を８１ｇに代えて９０ｇとし、Ｎ－メチルピロリドンの使用
量を２１９ｇに代えて２１０ｇとしたこと以外は、実施例１と同様の方法で前記固形量差
を算出すると共に、沈降の有無、粘度について確認した。なお、このときの液状組成物の
初期粘度は３．３５０Ｐａ・ｓであった。
　その結果、表２に示すように、前記固形量差はゼロであり、保存による固形量の変化は
認められず、沈降も認められなかった。また、粘度の変化も抑制されていた。
【００５３】
［実施例３］
　製造例１で得られた液晶ポリエステル（８１ｇ）に代えて、製造例２で得られた液晶ポ
リエステル（４８ｇ）を使用し、Ｎ－メチルピロリドンの使用量を２１９ｇに代えて２５
２ｇとしたこと以外は、実施例１と同様の方法で前記固形量差を算出すると共に、沈降の
有無、粘度について確認した。なお、このときの液状組成物の初期粘度は１．５５０Ｐａ
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・ｓであった。
　その結果、表２に示すように、前記固形量差はゼロであり、保存による固形量の変化は
認められず、沈降も認められなかった。また、粘度の変化も抑制されていた。
【００５４】
［比較例１］
　液晶ポリエステルの使用量を８１ｇに代えて６６ｇとし、Ｎ－メチルピロリドンの使用
量を２１９ｇに代えて２３４ｇとしたこと以外は、実施例１と同様の方法で前記固形量差
を算出すると共に、沈降の有無、粘度について確認した。なお、このときの液状組成物の
初期粘度は０．４１４Ｐａ・ｓであった。
　その結果、表２に示すように、前記固形量差は－０．９質量％であり、保存による固形
量の減少が認められ、沈降も認められた。
【００５５】
［比較例２］
　液晶ポリエステルの使用量を８１ｇに代えて７５ｇとし、Ｎ－メチルピロリドンの使用
量を２１９ｇに代えて２２５ｇとしたこと以外は、実施例１と同様の方法で前記固形量差
を算出すると共に、沈降の有無、粘度について確認した。なお、このときの液状組成物の
初期粘度は０．９２８Ｐａ・ｓであった。
　その結果、表２に示すように、前記固形量差は－０．５質量％であり、保存による固形
量の減少が認められ、沈降も認められた。
【００５６】
［比較例３］
　製造例１で得られた液晶ポリエステル（８１ｇ）に代えて、製造例３で得られた液晶ポ
リエステル（８１ｇ）を使用したこと以外は、実施例１と同様の方法で前記固形量差を算
出すると共に、沈降の有無、粘度について確認した。なお、このときの液状組成物の初期
粘度は０．７２２Ｐａ・ｓであった。
　その結果、表１に示すように、前記固形量差は－０．７質量％であり、保存による固形
量の減少が認められ、沈降も認められた。
【００５７】

【表１】

【００５８】
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【表２】

【００５９】
　上記のように、実施例の液状組成物は、比較例の液状組成物よりも、初期粘度が高く且
つ２３℃で３ヶ月間保存後の粘度も変化が抑制されていた。また、含有成分の析出及び沈
降も認められず、その裏づけとして固形量差も無いことが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、エレクトロニクス基板等の絶縁材に利用可能である。
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